
１ 「放課後子ども教室」と「放課後児童クラブ」との「一体的実施」に関する調査研究
①実施状況調査
都道府県・政令指定都市・中核市・東京23区の放課後子どもプラン所管課129か所に対し、「一体的実施」
「連携実施」の実施状況調査を実施。(平成２１年５月１日現在）
②インタビュー・視察
放課後子ども教室と放課後児童クラブとの「一体的実施」「連携実施」事例の実際について、平成21年6月中
旬から下旬にかけ、全国の5自治体において各2か所の事業現場でインタビュー・視察を実施。
２ クラブの適正規模に関する調査研究（平成２１年末目途にとりまとめ（予定））
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「一体的実施」や「連携実施」については、平成19年に調査した時点から、あまり増加していないが、「一体

的実施」や「連携実施」を行う上での課題等について自治体より自由回答を求めたところ、以下のような両事
業の「違い」を指摘する声が多かった。（主な回答内容を抜粋）

１．事業の目的・対象・機能や指導の方向性の違い
・事業の内容・目的が基本的に異なるため、一体的ないし連携して実施するには課題が多い。
・両事業は指導者の役割、指導員の方向性に相違がある。

２．開催日数の違い
・両事業は開催日数や時間に相違がある。

３．利用者負担の違い

・児童クラブは、通常利用料を支払うが、子ども教室は無料であるため、一体的に実施する場合、子ども教
室として参加する児童に係る費用負担を求めるのかという課題がある。

「一体的実施」「連携実施」を行う上での課題等(自治体回答例）

全国における「一体的実施」「連携実施」の概況

１ 「一体的実施」事例数：604件（全国の小学校（本校のみ）の2.8％（暫定値。）
（「放課後子どもプラン実施状況調査」における実施事例数569件（小学校区数に対する実施率2.6％））

２ 「連携実施」事例数：1,205件（全国の小学校（本校のみ）の5.6％（暫定値。）
（「放課後子どもプラン実施状況調査」 における実施事例数1,103件（小学校区数に対する実施率5.0％））

※ 「放課後子どもプラン実施状況調査」 は、平成19年12月1日現在。

「放課後子ども教室」と「放課後児童クラブ」との「一体的実施」に関する調査研究
(中間的取りまとめ）

※本「中間的とりまとめ」は、調査報告書の作成前に、研究会で中間的にまとめられた内容について、厚生労働省育成環境課が作成したものである。
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一体的実施事例の実際について、全国の５自治体において、各2カ所の事業現場でインタビュー・視察を行ったところ、
放課後児童クラブとしてのサービス水準を維持する観点からの実際と課題は下記のとおり。

１．放課後児童と一般児童の登録区分
放課後児童クラブ対象児童（以下、「放課後児童」）については、保護者が労働等により家庭にいないことから、クラブ

が責任を持って児童を預かり、登録上明確に区分した上で、家庭状況を踏まえた緊密な状況把握が必要と考えるが、そ
のような配慮がなされているのは２自治体にとどまっていた。
２．放課後児童の登下室管理
放課後児童の登下室管理は、一般児童との登録区分がなされている場合には、連絡帳等に基づき、事前に登下室時
刻の把握がされていたが、利用児童数の多さなどから必ずしも予定と実際の照合が行われていない印象があった。
３．放課後児童へのおやつ提供
おやつは両方の児童に配慮し、提供していない自治体があった。また、放課後児童のみおやつの提供があるクラブで
は、一般児童に配慮し、その帰宅後等、遅い時間（17時頃）に提供したりしていた。両方の児童に提供しているクラブも
あった。
４．施設状況
多くは学校併設型であり、安全面や、学校の余裕施設の利用により、子どもの活動範囲が広がるなどのメリットがある
反面、スペースが狭く、机で占拠されて子どもがゆっくり過ごせない状況も見受けられた。放課後児童の専用室も実質的
には専用室としての位置づけが形骸化している。全クラブで、静養のための専用スペースは確保されていなかった。
５．指導員の状況と子どもとの関係
放課後児童クラブの担当が明確に固定化して決められている事例はほぼみられず、子ども一人ひとりに対して声かけ
を行い、きめ細かに状況把握を行うことは現実的には難しい状況が見受けられた。
６．保護者との関係
児童の状況等に関する保護者との連絡等は、多くは連絡帳の交換によってなされていた、保護者会については１０クラ
ブ中２クラブしか組織されていなかった。
７．学校、地域との関係
学校など地域連携に関して積極的な取り組みがみられるところもあり、学校との連携強化、児童の健全育成に対する
地域住民の関心や参加を高めるという点で効果的であると考えられる。
８．その他
放課後児童クラブだけであると子どもの関係が固定化してしまうが、一般児童もいることで子どもの間の、交流の幅が
広がるといったメリットを指摘するクラブもあった。

「一体的実施」の実際と課題（インタビュー・視察結果）
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「放課後子ども教室」及び「放課後児童クラブ」を一体的あるいは連携して実施する総合的な放課後対
策である「放課後子どもプラン」を実施するに当たっては、「放課後児童クラブ」の対象児童（以下「放
課後児童」という。）に対し、「放課後児童クラブ」単独の事業における水準と同様のサービスを提供し、
サービスの質の向上及び適正な運営の確保を図るため、下記１の原則を遵守し、また下記２の諸事項

に特に留意すること。

１．原則
「放課後子ども教室」及び「放課後児童クラブ」を一体的あるいは連携して実施する総合的な放課後対策
である「放課後子どもプラン」において、放課後児童にサービスを提供するに当たっては、「放課後児童健
全育成事業等実施要綱」（平成21年3月31日付20文科生第8119号・雇児発第0331038号「放課後子どもプ

ラン推進事業の実施について」第二次改正 別添２）を適用し、また「放課後児童クラブガイドライン」（平成
19年10月19日付雇児発第1019001号別紙）を参考にすること。

２．特に留意すべき事項
「放課後子ども教室」及び「放課後児童クラブ」を一体的あるいは連携して実施する総合的な放課後対策
においては、放課後児童とその他の児童（以下「一般児童」という。）が混在する場合が多いという特性に
鑑み、そこにおける放課後児童へのサービス提供に関して、下記（１）から（５）の諸事項に特に留意するこ
と。

なお、上記の特性を帯びた放課後児童クラブの活動については、児童館内に設置された放課後児童クラ
ブにおいて長年にわたり多くの経験が蓄積されてきているので、それを十分参考にすること。

「放課後子どもプラン」における「放課後児童クラブ」対象児童へのサービス提供に係る
原則及び留意事項
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放課後児童の健全育成を図る者（以下「放課後児童指導員」という。）を専任として配置すること。
放課後児童指導員は、次に掲げる活動を行うこと。
① 子どもの健康管理、出席確認をはじめとした安全の確保、情緒の安定を図ること。
② 遊びを通しての自主性、社会性、創造性を培うこと。
③ 子どもが宿題・自習等の学習活動を自主的に行える環境を整え、必要な援助を行うこと。
④ 基本的生活習慣についての援助、自立に向けた手助けを行うとともに、その力を身につけさせる
こと。

⑤ 活動状況について家庭との日常的な連絡、情報交換を行うとともに、家庭や地域での遊びの環
境づくりへの支援を行うこと。

⑥ 児童虐待の早期発見に努め、児童虐待等による福祉的介入が必要とされるケースについては、
市町村等が設置する要保護児童対策地域協議会等を活用しながら、児童相談所や保健所等の
関係機関と連携して対応を図ること。

⑦ その他放課後における子どもの健全育成上必要な活動を行うこと。

放課後児童指導員は、上記の活動が可能となるように、十分な頻度と継続性をもって勤務すること。

（１）適切な指導員の配置

（２）専用のスペースの確保

放課後児童のための専用の部屋または間仕切り等で区切られた専用スペースを設け、生活の場と
しての機能が十分確保されるよう留意すること。
放課後児童のための専用の部屋または専用スペースは、放課後児童1人あたりおおむね1.65㎡以

上の面積を確保することが望ましい。また、「放課後子ども教室」及び「放課後児童クラブ」を一体的あ
るいは連携して実施する総合的な放課後対策全体のための屋内施設は、月曜日から金曜日における
平均的な数の出席児童（放課後児童及び一般児童）1人あたりおおむね1.65㎡以上の面積を確保する
ことが望ましい。
また、子どもが体調の悪い時などに休息できる静養スペースを確保すること。
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放課後児童の出席を、出欠の予定と実際とを照合して確認すること等を通じて、それら児童の安全
を確保すること。

そのためには、放課後児童と一般児童とを登録上区分し、放課後児童については、出欠の実際をよ
り確実に把握するとともに、出欠予定の把握のために保護者とより密接な連絡と情報交換を図る仕組
みを整備する必要がある。

（３）出席確認をはじめとした放課後児童の安全の確保

（４）家庭との日常的な連絡や情報交換等の実施

放課後児童の活動状況について、連絡帳、お便り、保護者会、個人面談などを活用し、放課後児童
の家庭との日常的な連絡、情報交換を行うとともに、家庭や地域での遊びの環境づくりへの支援を行
うこと。

そのためには、放課後児童と一般児童とを登録上区分し、放課後児童については、保護者とより密
接な連絡と情報交換を図る仕組みを整備する必要がある。

（５）適切な時間帯でのおやつの提供

放課後児童には、適切な時間帯におやつを提供するか、あるいは自宅から持参したおやつを食べる
場所を提供すること。一般児童のうち希望者についても、同様に提供することが望ましい。

そのためには、放課後児童と一般児童とを登録上区分し、放課後児童（及びおやつを希望する一般児
童）については、出欠予定及び食品アレルギー等の情報を把握するために、保護者とより密接な連絡
と情報交換を図る仕組みを整備する必要がある。
おやつを提供する適切な時間帯とは、午後3時頃ないし午後4時頃とする。
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